
（認特）　地球環境市民会議（CASA）

やまがた自然エネルギーネットワーク

2050年80％以上の削減の実行可能性と政策措
置、自治体、中小企業・市民との協働活動の構築

地域で持続可能なエネルギーを学び実践する
「やまがた自然エネルギー学校」

協働した自治体数 3 件

今年度計画の達成度 50 ％

目標達成度 60 ％
調査研究

ひろげる助成

2年目

知識の提供・普及啓発

つづける助成

3年目

活動地域

活動地域

活動内容と成果
活動内容は、国内外の気候変動対策の情報を収集・
分析し、脱炭素社会の実現可能性をシミュレーショ
ンする「CASA2050モデル」を開発して市民提案を
作成していくことである（試行版を作成）。それを活
用して、いくつかの自治体と脱炭素社会の必要性に
ついての認識を共有し、地域における脱炭素社会に
向けた具体的な提言づくりの協働を進めている。そ
して、市民啓発ツールを開発して脱炭素社会への市
民対話を進めていく。これらの活動によって、市民の
関心を集め、地域の脱炭素社会への移行を促すこと
が期待される。

活動内容と成果
山形の地域・住民参加型の再生可能エネルギーセミ
ナーイベントの開催
● 地域や住民参加型のテーマで「やまがた自然エネル
ギー学校2020」を6回開催して延べ117人が参加
● 山形県内の家庭用の「自然エネルギーを選んでCO2

を減らすための電力会社切り替えのすすめ」を情報
サイト、パンフレットを作成・情報発信

山形の地域特性・住民が取り組む再生可能エネルギー
に関する相談対応
●県内で活動する団体、自治体と協力した事業化支援を実施
●イベント・セミナーの概要を団体のホームページで発信

課　題
脱炭素社会の実現のために、日本における2050年の
温室効果ガスの削減可能性を検討・提言し、それが実
現可能であることを市民に広く啓蒙していくこと。

目　標
2050年80％以上の温室効果ガスの排出削減が可能
であることを示し、脱炭素社会の実現に向けて自治
体や中小企業などとの協働、市民への啓発活動を推
進していくこと。

課　題
豊かな自然資源に恵まれる山形県で、住民・事業者・
行政が主体的に関わり、地域特性に適した再生可能
エネルギーの利活用を推進するため学ぶ機会の創出
が必要である。

目　標
山形県内の各地域や住民による再生可能エネルギー
に関する学びや実践導入を促進し、地域資源を活用す
ることによる地域循環共生圏の形成に寄与していく。
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苦労した点と工夫した点

苦労した点と工夫した点

■苦労した点
地域レベルの脱炭素社会に向けた取
組みを進めるために、対象となる自
治体や事業者とコンタクトして協議
すること。

■工夫した点
自治体や事業者と協議するために、
脱炭素社会の重要性、CASA提案の
方向性や成果物のイメージを用意し
て臨んだこと。

■苦労した点
新型コロナウイルスの影響から実施
計画、体制・スケジュール、対応人材
の調整など見直して実施した。

■工夫した点
現在の社会的な動向や地域の情勢を
踏まえ、一般の方にわかりやすく、参
加しやすいプログラムの提供をして
いる。

「CASA2050モデル」を作成して脱炭素社会の実現可能性を示し、それをもとにし
て自治体や企業・産業界を対象に、脱炭素社会に向けた情報収集と意見交換を進
め、産官民の協働に取り組んでいく。

山形県に住む県民やNPO、民間企業と連携して、地域主体となる再生可能エネル
ギーの取組みを支援するとともに、カーボンニュートラル、地球温暖化防止活動の
推進につなげていく。

今後の
展望

今後の
展望

気候変動枠組条約ジューン・モメンタム傍聴気候変動枠組条約ジューン・モメンタム傍聴

市民共同発電所での再エネ利活用セミナー市民共同発電所での再エネ利活用セミナー

脱炭素社会の地域づくりについて脱炭素社会の地域づくりについて
の会合の会合

山形で自然エネルギーの電気を選ぶ山形で自然エネルギーの電気を選ぶ
広報資料広報資料

イベント開催数 6 回

イベント参加者数 117 人

今年度計画の達成度 78 ％

目標達成度 80 ％

 日本全域

 山形県


